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　　　　　 （自治体や公共サービスを取り巻く環境の変化）

　この「災害に強いまちづくり」では、以下この序章において16の切り口から、簡潔にこの間の自治体を取り巻くさまざまな環境の変化を列挙しました。直接当面するものや、間接的に影響のあるもの、中長期的に行財政面の構造を動かすようなものなど、自治体を取り巻く「環境の変化」は様々です。この序章では第１部以降への「導入部」として、多くの議論を呼ぶために共通認識をもってもらうことを目的として提起したものです。第１部以降で具体的議論を行う際に、この序章において自治体を取り巻く情勢の変化を参照しながら、議論を行ってほしいと思量します。

  1.　過疎化と高齢化の進行、「孤族」の存在　

	

	　しばしば「災害は等しく降りかかる」というような概要説明を聞く機会があります。実際に、1995年の阪神・淡路大震災では明瞭に所得階層の違いによって被災の度合いが異なることがありました。しかし同じ震災でも2011年の東日本大震災にあっては、被災の表れ方が高齢者に集中するという傾向があり、ここ10年あまりの高齢者単独世帯の増加や、社会全体の高齢化などの問題への対策が急がれます。同時にこれに対する国・地方を通じた社会的な包摂アプローチ、同時に市民力を生かした具体的な取り組みが急務です。

	


　東日本大震災において複層的被災のあった岩手、宮城、福島では、全国の中でも高齢化と過疎化が進行している地域でした。

東北３県の高齢化率と今後の伸び率 

単位：千人、％
	
	2011年
	2035年
	

	
	総人口
	65歳以上人口
	高齢化率
	高齢化率
	高齢化の伸び

	岩　手　県
	1,314
	358
	27.3
	37.5
	10.2

	宮　城　県
	2,327
	520
	22.4
	33.8
	11.4

	福　島　県
	1,990
	502
	25.2
	35.5
	10.3


　厚生労働省が発表した「2011年度高齢化の状況及び高齢社会対策の実施状況」を見てみると、2010年度現在で全国で65歳以上の高齢者のいる世帯数は2,071万世帯であり、全世帯4,864万世帯の42.6％（2006年は38.5％）も占めていました。

　この厚生労働省の「2011年度高齢化の状況及び高齢社会対策の実施状況」では、ひとり暮らしの高齢者の世帯について「増加傾向にある」と指摘しています。

　　　　　　ひとり暮らしの者の高齢者人口に占める人数と割合　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位：人、％

	
	男　性
	女　性

	1980年
	  193
	 4.3
	  688
	11.2

	1985年
	  233
	 4.6
	  948
	12.9

	1990年
	  310
	 5.2
	1,313
	14.7

	1995年
	  460
	 6.1
	1,742
	16.2

	2000年
	  742
	 8.0
	2,290
	17.9

	2005年
	1,051
	 9.7
	2,814
	19.0

	2010年
	1,386
	11.1
	3,405
	20.3


　高齢化は、ひとり暮らしの高齢化世帯の増加を意味していることが分かります。この傾向は被災地でも同様の傾向にあると言えます。

　朝日新聞が2010年12月26日から連載を開始した企画記事に「孤族の国」があります。この連載記事は急増する「一人世帯」に焦点を当てたもので、背景に格差社会や貧困問題をあげ、併せて高齢化の傾向をクローズアップしたものでした。社会との繋がりを持たない・持てない「一人」の行く末を事例を交えて紹介し、課題の指摘が行われました。同じく神戸新聞が2011年１月11日から７回にわたって連載した「絆、再生～阪神・淡路大震災16年」では、被災から16年、進む「老い」を切り口に地域社会との繋がり・絆のありようを問う企画が掲載されました。二つの新聞記事は奇しくも「一人世帯」の実体的増加と、誰に看取られることもなく一生を終える人々の増加を「傾向」として取り上げ、社会的な包摂アプローチ、市民的な取り組みを具体的に考えさせるものでした。

　ちなみに直接的な連関はなんともいえませんが、先の厚生労働省の「2011年度高齢化の状況及び高齢社会対策の実施状況」では、岩手県、宮城県、福島県の三県で2011年３月11日から2012年３月11日までの間に収容された死亡者数は15,786人、検視等を終えて死者の年齢が判明した15,331人のうち60歳以上の高齢者は10,985人であり、比率はなんと65.8％に達していることを、項を特に起こして記載しています。

  2.　災害弱者への視座の確立　

	

	　復旧・復興は近しい身内を失い、すむべき家屋をなくし、働く場を奪われた被災者本位に設計されるべきことです。同時にこうした大規模災害の際に顕著に見られる災害弱者の存在を注視し、いかなる時でも例外なくすべての災害弱者が安心して生活再建を含む復旧・復興に関われることが重要です。災害弱者が安心して生活できる条件は、その他多数の被災者にとっても安心して生活できる条件を意味します。

　こうした複座的な視点を持ちつつ、被災者とともに肩を並べる「立ち位置」に多くの人々が立てるか否か、問われていると思います。

　行政であれ、市民であれ、被災者に向かう姿勢は、あくまでも被災者とともに肩を並べる「立ち位置」にたち、「同じ方向」をともに向くことではないでしょうか。

	


　大規模災害時には、被災者の主体と復旧・復興支援にかかる周囲の関係の整理が急務となります。阪神・淡路大震災では、かつて経験したことのない規模の広がりでボランティア活動が自然発生的に起き、それを支えるコーディネーターの必要性も急速に認知されるようになりました。

　東日本大震災における複層的被災からの復旧・復興支援にあっても、それを重視する必要があります。たとえば、阪神・淡路大震災の際に露呈した災害弱者への対策は、東日本大震災ではどのように行われたのかという視点を持って検証する必要があります。また多くのボランティア活動が、組織的に呼びかけられ、それに呼応する全国の取り組みの高まりの中で、災害弱者への「見方」がどのようなものであったかとの検証も必要です。

　大規模災害は、災害以前の「生活と労働」を取り戻すことが極めて重要な要素の一つです。しかし、地震と津波、原発からの放射性物質の拡散というなかで、最も近しい人々を突然失った多くの被災者は、とてもすぐには立ち上がれません。まして居住の拠点である住まいが全壊・半壊、あるいは建物は残ったものの原発事故の影響で長期の立ち入りを禁じられた被災者にとって、「復旧」は遠い話にしかなりません。また被災者が家屋の再建を意図しても、まちづくり計画の策定までは「建設不可」という「私権の制限」を受けたケースでは、被災者自身の立ち上がりの意思さえ抑制しかねません。

　また、東日本大震災は事業所にも甚大な被害を与え、工場をはじめとする生産拠点の多くが失われ、そこで働く人々も「失職」という現実的課題を背負いました。たしかに雇用保険が機能し、給付の特別措置があるものの、働く場の喪失は、中長期的に様々な課題を現出します。

　これらの課題は市民レベルだけの話ではなく、国・県・市町村の施策的な面でも同様の視座の確立が急がれます。阪神・淡路大震災後に内閣府が作成した『被災者支援に関する各種制度の概要』では、その後の大災害を踏まえて改訂を重ねました。しかし、この冊子の中にどれだけ被災者に寄り添う姿勢が見られたでしょうか。あたかもカウンターをはさんで被災者に対面するかのような感想を抱くのはなぜでしょうか。被災者と肩を並べるスタンスを求めていく必要があります。

　なお、本稿で用いる「災害弱者」という用語について少し説明をしておきます。この「災害弱者」という用語は、本冊子の「はじめに」でも紹介しました『災害に強いまちづくりと災害救助のあり方～みどりと福祉の防災都市をめざして～』によって本格的に用いられるようになりました。当時は福祉の領域で多く用いられていたノーマライゼーションという表現と重なるイメージを持っていました。

　21世紀に入り、最近では行政などで「要援護者」や「災害時要援護者」といった表現でも用いられています。

　被災した人々の中には、「確かに被災者であるが、自分も地域社会でお世話をしている」という人たちもいます。部分的には災害時の援護をうける一方、もう一つの側面では他の被災者の援護や支援に回っているという事実もあります。

　また、大事なことですが、被災者からの「『弱者』という言葉になんとなくこだわってしまう、たしかに支援を受ける側なのだが、だからといって『弱者』はないでしょう」という指摘には率直に向き合う必要があります。

　単なる用語の統一ではなく、それぞれの被災した当事者の視線にたった用語であることが望ましいことはいうまでもありません。被災した人々の視線を「共有」できるような立ち位置を意味する言葉を用いたいものです。

	

	(註)　『災害に強いまちづくりと災害救助のあり方～みどりと福祉の防災都市をめざして～』には「災害弱者」について、当時の人々に啓発の意味を含めてページを割いて解説しています。今日からみるとやや古い記述もみられますが、今日読んでみてもその古さをこえてなお当時の大規模災害時の支援者側の意識を問い糾すような指摘も垣間見られます。18年前の「古文書」と言わず、17年前からどう変わっていたかを振り返ることもきわめて大事です。

	


  3.　格差社会の到来（正規から非正規への流れ）　

	

	　今日の自治体現場は人員削減等により正規職員だけでなく、臨時・非常勤等職員や、さらには多くの公共民間の人々によって公共サービスが担われています。しかし、大規模災害などに備えた訓練・演習は正規職員以外は参加できていない実態が全国的に散見されます。大規模災害時における自治体の対応は、ヒューマン・パワーに左右されることはいうまでもありません。「直営」か「民営」かという二者択一ではなく、いざというときの初動体制と公共民間部門を含めたその対応策が問われています。

	


　1995年に日本経営者団体連盟が発表した「新時代の日本的経営」の、①終身雇用制の終焉、②年功序列型賃金体系の停止、というものでした。ここから帰結する中身は、企業の場合、経営企画の立案部門を除く圧倒的多数の雇用の面での「安上がり」労務管理の指向でした。おりしも労働者派遣法の度重なる「改正」によって、当初の立法趣旨からはおおきく変わり、ほとんどの職域・職能で労働者派遣が可能となりました。

　自治体も、地方財政の窮迫等により、総人件費の抑制や、定年退職後不補充、諸手当を含む賃金カットなどが全国的に行われてきました。一方、市民への公共サービスの質・量は減ることはないため、外部委託や臨時・非常勤等職員の増加といった状況になってきています。その業務内容は多岐にわたりますが、対人サービス部門というヒューマン・パワーを要する部門も、その対象になっています。また外部委託化が進んでいます。直営の現業部門も減少してきました。

　ここから惹起されるのは、平時はともかく、大規模災害のような非常時・緊急時の対応がどの程度できるのか、という側面の課題です。いうまでもなく、100％直営であれば一切問題はない、という立論ではなく、外部委託であっても、また臨時・非常勤等職員が増加している現状であっても非常時・緊急時に対応できるようなガバナンスがあるか否かが問われているのです。ほとんどの場合、そうした事前対策はなされていないのではないでしょうか。市民から見れば、庁舎等のカウンターの中の働く職員等はすべて「公務員」にしかみえません。

　公共民間を含め、全ての人たちが公共サービスの担い手であり、その処遇は「均等待遇」をベースとしつつ、あわせて災害に対応できるノウハウも共有できる体制が全国的に必要です。今回の東日本大震災では、被災地自治体において事前の対策ができていたのか、時間をかけた検証が求められます。

  4.　「公の責任」の希薄化　

	

	　公共サービスの担い手の多様化は全国的にすすんでいます。しかし、そのことと、「公の責任」はまったく別の要素として考慮されるべきです。民営化であれ、指定管理者制度であれ、あるいは社会福祉協議会委託などであれ、提供されるべき公共サービスの質と量の維持と、併せて「公の責任」は貫徹されるべきものです。ここから想起されるのは、大規模災害のような非常時・緊急時に、果たして二層制の地方自治制度における都道府県・市町村の「公の責任」が全うされるのか、という懸念です。

	


　2006年７月に起きた埼玉県のふじみ野市営プールでの死亡事故では平成の大合併による影響、プールという施設の管理の外部委託、そのあとの委託事業の「丸投げ」などが表面化しました。ここで注目すべきは、プールの設置者であるふじみ野市の「公の責任」です。総括的に管理業務を委託した市の民事上・刑事上の責任は免れ得ず、多くの市民も同様の心情です。では、外部委託した市側の本音はどうであったでしょうか。「委託したのであるから、あとは事業を受託した側がすべての責任を負うべきである。そこでいかなる雇用形態があるか、どのような人員配置かは事業者が責任をもって判断すること」などという自治体は多いはずです。

　同様に2011年の夏休みに大阪府の泉南市立小学校のプールで起きた児童死亡事故では、市教育委員会から監視業務を請け負っていた市内の業者が、本来必要な警備業の認定を大阪府公安委員会から受けていない、という事実関係も明らかになりました。市教委は、このケースについて「未認定業者への委託が明確な法律違反と考えていなかった」と述べています。一連の事態を受けて、警察庁は2012年６月に「プールの監視業務は警備業法上の警備業」であるとして「認定業者以外への委託は罰則の対象である」との通知を、全国の自治体に発出しました。同時に、警察庁は全国警備業協会に対しても「警備員に十分な教育を行うとともに、契約上求められている監視員の確保」を要請しました。

　これらは偶然にもプール事故の事案ですが、自治体の公共サービス提供における「公の責任」という概念自体が希薄になっていることを押さえる必要があります。

　今次の東日本大震災における複層的被災について、すべての自治体でこの面はどうなっているのでしょうか。「想定外」という言葉のみではとうてい「公の責任」を全うした、とはいえません。

  5.　国の仕事、都道府県の仕事、市町村の仕事の区分　

	

	　日本の地方自治制度上は国、都道府県、市町村の事務事業（仕事）を定め、財源も含めて責任を明確化し、それぞれ事務を分担してきました。しかし、今回の東日本大震災では、この責任分担における仕事の区分はどうであったでしょう。驚くほど、この責任分担の大原則が損なわれていたのではないか、と指摘せざるを得ません。

　かつてない大規模災害だからこそ、国、都道府県、市町村それぞれの責任を明確化したうえで、相互に連携しながら復旧・復興にあたる必要があるのではないでしょうか。

	


　2013年２月現在の岩手、宮城、福島の３県における災害廃棄物は約51％の処理が完了し、津波堆積物は約22％の処理が完了しました（2013年３月22日　環境省廃棄物・リサイクル対策部発表）が国、都道府県、市町村でかなりの認識の違いと、さらにいえば無責任な対応が国と県からなされているように見受けられました。

　岩手県陸前高田市では、「がれきを迅速に処理し、いち早く復興へ向かうために処理場をつくりたい」と岩手県へ申し出ましたが、岩手県は「前例がない」と回答し、国土交通省や総務省、環境省等からも「了解した」の返答はなかったことから、立ち止まったままになりました。

　同様に同県岩泉町では、がれき処理も含めて地元の雇用拡大に結合するため、「がれき処理について自分の町で時間をかけて復興と並行して進める」との意思を岩手県に伝えましたが、県は認めなかったようです。

　阪神・淡路大震災の際には約2,000万トンのがれき処理はおおむね２年で「処理」を終えたことになっています。コンクリートやアスファルト系のがれきは神戸港をはじめとする港湾の再建にあてられ、可燃物中心のがれき等は焼却され、その残滓は大阪湾フェニックスの一部に充てられました。一部は野焼きもあったようで、これはすぐに修正されました。考えようですが、被災現場に最も近い地元の市町村の復興計画の大要に、がれき処理を入れずに、国のみが発想し、関係県が調整機能を発揮せず混乱を招いているのが見受けられます。同時に指摘せざるを得ないのは、放射能を浴びたがれきの処理を全国の自治体が拒絶しているかのような報道はことの本質を見誤っています。

　突き詰めて考えると、大規模災害時のがれき等の災害廃棄物の処理の課題は何であるかという点に行き当たります。処理量が多すぎること、そして政令指定都市の仙台市は自前の判断で処理できるものの、それ以外の市町村にとっては膨大な「一般廃棄物」という存在であったことも考えさせられます。国の責任、都道府県の責任、市町村の責任という地方自治制度の中であらためて考えるべき事柄であり、言い換えれば、大規模災害時の役割分担を、分権の時代だからこそ、しっかりと考えていくことが必要です。

　災害救助法の具体的な発動についても、県と市町村の「相違」が目立ちました。

　災害現場に最も近い市町村の緊急課題の対応に、県は応えることができていたでしょうか。たとえば災害直後の公的病院の運営について、県は必要にして十分な対応がなしえたかどうか、は今後のために検証する必要があります。また、日常的に避難所運営に当たる市町村の生の「声」にどれだけ県は応えられたでしょうか。たしかに相互の「行き違い」や「意思疎通の不十分さ」もあったことは想像に難くありません。しかし、被災地の市町村からは県に対する「怨嗟」のような声がきかれます。大規模災害時に、本来県の果たすべき役割が東日本大震災ではどうだったのか事務も含めて市町村へ「丸投げ」ではなかったかどうかも含めて検証していかなければなりません。

  6.　個人情報保護法の「壁」と復旧・復興行政　

	

	　大規模災害では障害者などの安否確認はどのようになされるのでしょうか。公的な責任でこれらはクリアされたのでしょうか。また、高齢者単独世帯等の安否確認に自治会などの地域社会はどの程度関与できたのでしょうか。

　こうした側面から、個人情報の保護と同時に、いざという際の安否確認から始まる一連の緊急対策などを講じる必要があります。

	


　個人情報保護法は2005年４月から施行されました。阪神・淡路大震災の際にはなかった法律です。この法律の成立は、国や自治体、事業者に対して、法律として個人情報に関する責務を明らかにしたものです。同時に国や自治体、事業者に対して、ひとりひとりの個人情報の重要性をあらためて規定し、さまざまな人権侵害を未然に防止し、さらには個人情報の違法な複製や売買・譲渡などをさせないように守るべき事項等を定めました。

　従前の日本社会では個人情報が本人の知らないうちに第三者に流出していました。たとえば就職、結婚といった人生で最も大きな出来事のなかであっても、採用不可や破談といった事案が今日まで相次いでいたことを想起すれば、法律ができたことは一歩前進と評価できます。しかし、それと同時に、災害時に公益上知りたい情報がこの法律によって、知る手段すら奪われるような事案も出つつあります。

　2005年４月25日のＪＲ福知山線での脱線事故は多くの死傷者を出しました。「あの電車でうちの子どもが登校している」という保護者の問い合わせに「個人情報保護法の関係でお教えできません」と、負傷者の収容病院の名前や判明した死者の概要などは頑なに明らかにされませんでした。心当たりの病院に電話しても「負傷者の収容はしていますが、お名前等は個人情報保護法でお教えできません」と、丁寧な言い回しで断られた事例もありました。

　今回の東日本大震災の複層的被災のなかで、生死をふくむ安否の確認がどの程度できたでしょうか。被災者が自ら避難所をいくつも訪ね歩いて、自らが家族等の安否を確認するというのは、現役の世代は可能としても、高齢者などには相当につらいもののはずです。また介護保険制度が定着している中で、事業所のもつ個人情報は、被災などから保護されると同時に安否確認等へ準用することも考える余地がありました。同様のことは保健所の各種データでも該当します。

　東日本大震災において、個人情報保護法がどのように運用されたか、被災や二次的被害を拡大させないためにも検証する必要があるのではないでしょうか。

  7.　「都」構想に見られる二層制の地方自治制度の否定　

	

	　大阪府などでは、基礎自治体である市町村の市街地が連続することから、東京都のような「都」制度をもとめる動きが顕著になってきました。

　本当に考慮されるべきは1,000年に１回の確率で発生するかもしれない大規模災害に耐えうる地方自治制度、国と地方を通じる行財政制度を再検討することです。「都」制という結論が先にあるべきではありません。

	


　市町村と都道府県の相互の関係については古くから議論がありました。戦前・戦後を通じて機関委任事務に代表される行財政構造に顕著なように、国を最上位に、その下に都道府県を、そして末端に市町村をおいた上下関係の制度が貫徹されてきました。法令の解釈権をも中央政府が一元的に行い、「照会」と「回答」にみられるような流れが、戦前戦後を通じてみられました。

　その中で自治体側は、条例制定権を活用していわゆる国の水準を上回る「横出し」「上乗せ」を工夫し、それを物理的に支えた税の自然増収もあってかなりの自治的側面を醸し出してきました。多くは政令指定都市や規模の大きな都市を中心にすすんだことは記憶に新しいところです。一方、中小の市町村でも都道府県と補完的な関係を維持しつつ、たとえば県の保健所と市町村の健康センターのようにさまざまな工夫と前進を見ました。

　ここでは二層制の地方自治制度、すなわち政令指定都市を除く多くの市町村と都道府県のまさに二つの層をもった制度の相互補完的地方自治制度が機能してきたといえます。基本的には今日でもそれは変わることはないでしょう。

　では、今回の東日本大震災のような大規模災害にあって、本当に「都」制度が機能するのでしょうか。

　古くから大阪など西日本には「二眼レフ論」という立論があって、東京に対する大阪（関西）という図式を立てがちですが、そんなレベルの議論ではありえないでしょう。

　たしかに都道府県も集中改革プラン等によるこの間の人員削減で、県民と向き合ういわゆる窓口部門の職員が減ってきていることは事実です。しかし、それを甘受していると、都道府県職員は県民の皮膚感覚を共有できないことにつながります。基礎体力の落ちかけた都道府県の機能は、市町村との軋轢の中で、「都」構想のようなおよそかけ離れた「出口」を求める背景になっているのかもしれません。

　大規模災害時における緊急不可欠な最低限の持続した公共サービスの確保の観点からも、本来の広域的補完部分の行政に責任を負う都道府県の性格の再確認と実働可能な体力を持つことに留意すべきです。

  8.　平成の大合併と広域自治体の出現　

	

	　災害に強いまちづくり、中長期的な防災機能の強化といった側面で、平成の大合併は改めて検証されるべきです。合併は必然的に本庁の置かれた中心部とその周りの支所機能を持つ周辺部をつくります。

　災害に強いまちづくりにあって、キーになるのはそのまちづくりを推進する人材です。「本庁に財源も人材もすべて集中された」という声がしばしば聞かれましたが、合併効果をあげようとすればするほど「一極集中」の傾向が生み出されます。今回の東日本大震災はあらためて市町村の合併による規模拡大のもつ「負の側面」を示したといえるでしょう。

	


　平成の大合併は、市町村合併特例法のいくつかの「おいしい」制度も部分的にあって、自治省（当時）の音頭や、各都道府県の支援によって、全国的に進みました。

　総務省の調べによると次のようにまとめられています。

	調査時点
	市町村数（内訳）
	指数（1999年を100）

	1999年３月31日現在
	　3,232市町村（670市1,994町568村）
	100

	2006年３月31日現在
	　1,821市町村（777市　846町198村）
	 56

	2010年３月31日現在
	　1,727市町村（786市　757町184村）
	 53

	2012年１月４日現在
	　1,719市町村（787市　748町184村）
	 53


　　 (註)　総務省のウェブサイトから作成

　自治体数は合併前の約半分にまで減りました。その結果、驚くほど広大な面積を有する自治体が全国的に増えました。

　総務省によると、1999年には、全国で人口１万人未満の自治体が1,537であったのが、2010年には457と激減しています。すなわち平成の大合併で、規模が拡大し、その結果として極めて小さな人口の自治体が減ったことを意味しています。

	
	1999年３月31日現在

人口１万人未満
	2010年３月31日現在

人口１万人未満

	岩　手　県
	24
	 9

	宮　城　県
	27
	 4

	福　島　県
	51
	28


　たしかに合併は形式的には当該市町村の自主性と主体性をもって、進められてきました。関係議会も同様でした。しかも「いま合併しなければ自治体財政がもたない」「大きな課題の遂行には規模の拡大が必要」といった理屈付けがなされたことも記憶に新しいところです。

　さて、岩手県、宮城県、福島県の３県を例にこの平成の大合併を総務省のウェブサイトの各種データから概観すると、次のようになります。

	
	1999年３月31日
	2010年３月31日

	①　岩手県
	13市30町16村（59市町村）
	13市16町５村（34市町村）

	②　宮城県
	10市59町２村（71市町村）
	13市21町１村（35市町村）

	③　福島県
	10市52町28村（90市町村）
	13市31町15村（59市町村）


　いずれも平成の大合併が終わった段階で、東日本大震災が発生しました。過去に例のない大規模災害に遭って、平成の大合併はいかなる意味をもっていたのか、その検証は急がれるところであり、合併がどのような社会的・経済的な機能を発揮でき、あるいはできなかったかが今こそ問われなければなりません。また、必要にして十分な人員がいたのかも検証する必要があります。

　地方六団体のひとつである全国町村会の『「平成の合併」をめぐる実態と評価』という調査報告がありますが、この中で全国町村会が自ら合併の当事者として平成の大合併を顧みて、貴重な「反省点」を提示しています。ここに東日本大震災での大規模災害を重ね合わせると、市町村合併の「負の側面」が浮かび上がります。

  9.　地方分権の進行の光と影　

	

	　中央集権から地方分権の流れにより、都道府県や市町村への権限移譲が進められてきました。

　ここでは被災地の雇用行政を考えますが、分権改革の中で「労働行政」だけが流れに逆行して「国の事務」として収斂されました。「働く」ことを制度的にも実体的にも保障するのが行政（公的責任）ですが、県や市町村がこの部分を担う重要性は大いにあります。とくに大規模災害時の復旧・復興過程の労働行政は再考を要する必要があります。

	


　地方分権という言葉はほぼ定着しましたが、「見せかけの分権」「財源の再配分のない分権」などという批判もあります。しかしこの間の時系列で俯瞰すると、分権の流れは止めることのできない流れとなっています。1999年７月の「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（「分権一括法」）は、当時の475本の法律の廃止や一部改正をまとめた法律でした。この分権一括法によって、一部例外はありましたが2000年４月１日から改正内容が施行されました。

　多くを述べませんが、たとえばかつて存在した機関委任事務は、こうした分権の流れの中で消え去りました。もちろん法定受託事務は残りましたが、自治事務と明確に性格を異にしており、その意味でも大きな変化でした。機関委任事務は戦前戦後を通じて「生き残った」制度であり、旧内務官僚の後身の自治省が地方「統制」のために依拠してきた制度の一つでした。戦後改革の民主化のうねりの中でさえ、生き残ったこの機関委任事務は、行財政構造の戦前戦後連続説の根拠とされ、その機関委任事務が廃止されたことは分権を考える上で象徴的なことでした。

　もう一つ例示すると、かつて地方自治法、地方公務員法にあった上位機関（国・都道府県）から市町村への「指導」という表現が消え、「技術的助言」へと置き換わりました。いうまでもなく言葉の差し替えのレベルではなく、明らかな変化を示しました。

　また労働行政は、国に一元化されました。理由としては全国一律の労働行政・雇用の開発は国の責務であるとの説明がなされたと思います。かつて都道府県に存在した労働部、県内出先機関としての労政事務所をはじめとする労働・雇用分野の公共サービスの提供は急速に減少し、いまや労働部という機関すらほとんど存在しません。

　それぞれの地域の雇用の実態、傾向、地域経済の特徴点や地場産業を最も知るのが都道府県のはずです。もちろん、現行のハローワークも、管内の雇用の実態、傾向は認知しているものの、とうてい十分とは言えません。

　東日本大震災による事務所の倒産、閉鎖、それに起因する意に反する「失業」という現実の課題に対して、どんな対応ができたのでしょうか。たしかに雇用保険の給付期間の延長など制度的な改善は見られました。ですが、そこに住み続けざるを得ない被災者にとって必要不可欠なケアが十分にできたとはいえません。被災地の沿岸部は水産基地であり、それによる水産加工のきわめて盛んな土地柄でした。地盤沈下による港湾機能の脆弱化や、漁船の水揚げ機能の低下、冷蔵施設・加工場の再建の遅れ、すなわち漁獲の減少に伴う水産加工の不振、事業の再開の見込めない現状、というのが被災地沿岸の状況です。これは労働行政のみならず商工部門の領域や土木災害の復興を含む複合的課題ですが、地元を最も知る県の直接的対応がみられないのはきわめて残念なことです。

　この一例で、分権は誤りなどというつもりはありませんが、まさに分権時代だからこそ、市町村を含めて労働部門・雇用開発部門に発言と行動があっても良かったのではないでしょうか。

　市民が普通の日常生活を営むということは、そこに「働く」という不可欠の要素を必要とします。被災地の各地域の歴史的な沿革や土地に刻まれた風土に合った雇用行政は自治体側に委ねられるべき、とは言い過ぎでしょうか。

 10.　「新しい公共」の登場　

	

	　阪神・淡路大震災の発生後に多くのボランティアが現地で活動を展開しました。その運動的蓄積は日本でのいわゆるＮＰＯやＮＧＯとして結実してきました。多くの市民の公共サービスに対する要求は複雑・多様化し、行政側の対応はとても追いついていません。では、自治体の財政も逼迫し、要求しているだけでは前進しない今日、市民が自ら公共サービスの提供を部分的にでも担い出す動きも出てきました。自立した市民の力、すなわち「新しい公共」がこれからは考えられるべきでしょう。

	


　公共サービスの提供はさまざまな手法が用いられてきました。伝統的に都道府県や市町村の直営のなか医療法人による民間病院の運営、学校法人による幼稚園の運営、社会福祉法人による各種の福祉施設の運営なども古くからありました。

　21世紀は国に代表される行政が一元的に公共サービスを提供するというスタイルから、市民に代表される社会的な存在感を前に押し出したスタイルの模索が動き出しました。ＮＰＯやＮＧＯの多くも、行政がなかなか着手しない分野などに早くから着目し活動を開始してきました。市民ニーズに合致した公共サービスを提供するというこのスタイルは、市民の発言と行動をさらに促し、自立した市民社会が遠望できるような感があります。

　自治体の現状を見てみると、地方財政は窮乏化し、地方交付税制度に顕著なように国税の法定率分だけではその原資をまかなえない実態にあります。また、臨時財政対策債なる「起債」を充てて、「交付税と同様に使える」などという宣伝は、地方財政の根幹からの揺らぎを感じさせます。その中で、「市民力の活用」という表現に特徴的なように、財源不足の中で市民の行政需要に応えきれないため、「市民力」を使うという傾向が一部の自治体で見られています。

　本来の「新しい公共」の概念が「公助」「自助」「共助」という三つの言葉と重ねられて、歪曲されて流布されている側面も否定できません。

　とくにニュー・パブリック・マネジメント（ＮＰＭ）と重ねて語られる場合は、かなり混乱した用語の使い方がされているので注意が必要です。議論の多いこの言葉ですが、阪神・淡路大震災の際にはなかった概念です。東日本大震災という大規模災害の復旧・復興過程でこの「新しい公共」の出番があることを真剣に考えたいものです。一方「新しい公共」など唱えるから、行政側に安上がり行政を唯々諾々とさせてしまうのではないか、と言う批判もあります。では、自立した市民が自ら立ち上がって、多様化する行政需要に対応する流れを止めることはできるのでしょうか。新しい公共については、建設的な議論が必要です。
 11.　公共サービスの提供の多様化　

	

	　今日の地方行政では「公」の分野がかなりの領域で広がっており、多様な公共サービスの提供というスタイルとなっていることが分かります。こうした現状を正確に把握したうえで、災害に強い「まちづくり」を模索する必要があります。

　と同時に、今回のような大規模災害における指定管理者制度のかかえる問題点も浮上しました。たとえば大きな体育館の指定管理者の場合、災害時の「避難所運営」は自治体との間でどのような契約、取り決めになっているでしょうか。ほとんどのケースでは施設の日常的維持管理のみであって、いつ起きるか分からない災害時の避難所運営は書き込まれていません。想定外ではなく、ありうることを予見しつつ、公共サービスの提供の多様化を検討する必要があります。

	


　阪神・淡路大震災はいろいろな意味での分岐点になりました。18年前の出来事でしたが、発災時の未明という時間帯に救助を求める人々約35,000人のうち、自らもしくは隣近所の人たちによる救助が27,000人という数字に至りました。警察や消防という公的な救助の前に命が救われました。

　こうした経緯は市民自らの力の発揮を評価する動きにつながりました。

　阪神・淡路大震災は「ボランティア元年」といわれたように、自発的な市民ひとりひとりの活動が顕著に見られました。その後のＮＰＯ法の制定もあって、行政を補完するような分野まで、市民等の力が広範に広がっています。

　一方、地方自治法の改正により生み出された指定管理者制度は、公的責任を曖昧にする、という批判もありますが、かなりの広がりを見せています。なかには確かに批判されるような事案もありますが、指定管理者の提案内容をみると、従来の「外部委託」とは異なる側面も見られます。総合評価方式と提案制度の仕組みにこの指定管理者制度の特質を見ることができます。最もその施設の管理運営にノウハウを含めて長けた事業者ならではの「提案」に、これからのあり方の示唆すらうかがえます。また管理運営上の熟練度や施設の設置目的を理解した指定管理者の登場も見受けられる一方で、「とにかく経費をカットしたい」という自治体側の本音が濃厚に見受けられるケースもあります。

　総務省が公開した2012年４月１日現在の「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」（2012年11月公表）によれば次のようなデータをみることができます。

指定管理者制度導入施設の状況

	
	指定管理者を導入している

施設数
	民間企業等の

指定管理者の状況
	指定管理者の公募による

選定の状況

	都道府県
	 7,123施設
	 2,304施設
	63.8％

	指定都市
	 7,641施設
	 3,077施設
	63.3％

	市 町 村
	58,712施設
	19,003施設
	38.9％

	合　　計
	73,476施設
	24,384施設
	43.8％


指定管理者導入施設の従前の管理状況

	
	都道府県
	指定都市
	市 町 村
	合　　計

	従来から指定管理者
	6,214（87.2％）
	6,696（87.6％）
	47,107（80.2％）
	60,017（81.7％）

	旧管理委託制度
	  489（ 6.9％）
	   22（ 0.3％）
	 4,631（ 7.9％）
	 5,142（ 7.0％）

	自治体の直営
	  376（ 5.3％）
	  666（ 8.7％）
	 5,273（ 9.0％）
	 6,315（ 8.6％）

	施設の新設
	   44（ 0.6％）
	  257（ 3.4％）
	 1,701（ 2.9％）
	 2,002（ 2.7％）

	合　　計
	7,123（100.0 ）
	7,641（100.0 ）
	58,712（100.0 ）
	73,476（100.0 ）


　こうした傾向は「協働」という言葉と重ねて語られることのケースが多いのですが、従来の単なる民営化とは異なる様相を感じさせます。もちろん、自衛隊、警察、消防の分野での「委託」は聞いたことがありませんが、行革（合理化）のための指定管理者制度ではなく、本来の制度の目的を再確認すべきです。

　今回の東日本大震災で指定管理者制度はどのように機能したのでしょうか。その検証も急がれます。

 12.　介護保険制度の発足　

	

	　ここ10年あまりの間の特徴的な変化の一つとして、介護保険制度の創設を挙げることができます。2000年４月に施行された介護保険制度は、社会保険の方式をとりつつ、必要な財源は国や都道府県、市町村が少なからず負担するという社会福祉的側面を持っています。今回の大規模災害でこの介護保険制度はどのように機能したか、あるいは機能できなかったか、などが問われる必要があります。同時に、災害時であっても機能が発揮できるような仕組みを考えていかなければなりません。

	


　介護保険制度は、高齢者（親の世代）を子ども世代が「私的扶養」するという「伝統的」な生活支援を、保険制度という公共性を掲げた制度でまさに社会保険として制度化し、「公的扶養」を促したものでした。2000年前後は成人病疾患等で、急性期を経過した患者の「社会的入院」の長期化が問題となったことも制度化の要因としてあげられます。

　2012年２月の厚生労働省の「介護保険事業状況報告の概要」では、第１号被保険者数は2,967万人、要介護（要支援）認定者数は527万４千人としており、これは第１号被保険者数に対して17.8％にあたります。また、居宅（介護予防）サービス受給者は326万１千人、地域密着型（介護予防）サービス受給者は30万３千人となっています。さらに施設サービス受給者数は86万人で、内訳は介護老人福祉施設45万２千人、介護老人保健施設が33万２千人、介護療養型医療施設が７万９千人となっています。

　では被災地での介護保険制度はどのようなものであったでしょうか。2008年２月に宮城県は「宮城県介護給付適正化取り組み方針」を明らかにしています。標題にあるとおり「適正化」を促すための方針なのですが、このなかにいくつかの興味深い資料が出てきます。

　また、介護保険の各種サービスの事業者は、次のような動向をたどっています。

	要介護認定者数

	
	人　数
	認定率

	2000年
	40,036
	 9.6

	2001年
	47,618
	11.1

	2002年
	55,311
	12.5

	2003年
	62,961
	13.9

	2004年
	68,442
	14.8

	2005年
	72,827
	15.4

	2006年
	74,497
	15.3

	2007年
	76,499
	15.4

	2008年
	79,180
	15.6


(註)　認定者は要支援１と２、要介護１～５

    の合計、単位：人、％

　この表からみると介護サービスは、着実に推移しており、社会的に定着を見つつあるともいえます。

　介護サービスとはもちろん人手を介する公共サービスですから、震災により、そこで日常的に働く介護関係労働者の処遇や対応も検証される必要があります。

　また、地域包括支援センターを挙げるまでもなく、各事業所には利用者や相談者のリスト（個人情報）が整備されています。発災時にこれを用いた諸活動ができたか否かについては、時間をかけても検証すべきです。さらに災害の有無にかかわらず、介護を必要とする高齢者はおり、そこに視点をあてた検証も必要です。

 13.　地方財政の窮乏（集中改革プランの進行） 

	

	　ここ数年全国の自治体では総務省から集中改革プランの提出を求められ、その履行を求められました。その結果、平成の大合併ともあいまって職員数が減少の一途をたどりました。

　こうした中で東日本大震災が発生し、市民の安否確認をはじめ避難所設置、運営などに難渋したことは想像に難くありません。

	


国の財政と地方財政の「歳出純計額」の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円、％

	
	国
	指　数
	地　方
	指　数

	1961年
	 11,360
	　100
	　 23,530
	　100

	1994年
	487,311
	4,287
	　927,099
	3,940

	1995年
	533,115
	4,690
	　974,493
	3,141

	1996年
	536,485
	4,720
	　977,567
	4,155

	1997年
	523,280
	4,604
	　964,195
	4,098

	1998年
	579,240
	5,096
	　984,591
	4,184

	1999年
	632,255
	5,562
	1,000,185
	4,251

	2000年
	629,614
	5,539
	　960,697
	4,083

	2001年
	574,070
	5,051
	　958,970
	4,076

	2002年
	574,896
	5,058
	　933,624
	3,968

	2003年
	558,538
	4,914
	　913,006
	3,880

	2004年
	598,958
	5,270
	　899,492
	3,823

	2005年
	612,202
	5,386
	　894,242
	3,800

	2006年
	598,763
	5,268
	　879,357
	3,737

	2007年
	613,556
	5,398
	　878,820
	3,735

	2008年
	619,729
	5,452
	　885,061
	3,761

	2009年
	712,801
	6,271
	　948,228
	4,030

	2010年
	661,596
	5,821
	　939,243
	3,992

	2011年
	685,164
	6,028
	　962,329
	4,090


　　　　　(註)　総務省の地方財政白書の「地方財政と国の財政との累年比較」から関係年

　　　　　　　度を合成し、簡潔化したもの。

　この一覧表は阪神・淡路大震災の前年の1994年度から直近の2011年度までの歳出決算額の推移を追ったものです。歳出額のなかでも国と地方の相互間の支出の調整を行ったものが「歳出純計額」であり、1961年度を100とする指数でみたものです。どの年度を基準年度にするかによって、幾分の微妙な変動はあるものの、地方の歳出純計額は1999年度がピークで100兆185億円の規模に達しました。以降は2007年度の87兆8,820億円の規模まで漸減傾向が続きます。地方の公共サービスは拡大こそすれ、決してその範囲が小さくなったわけではありません。いわゆる地方財政の窮乏化が進んでいることが見てとれます。では規模の縮小という事態のなかで各自治体が総務省の「助言」の下に取り組んだものが、たとえば平成の大合併であり、集中改革プランであり、公立病院改革プランの推進でした。

　以下に集中改革プランを例に挙げて、財政規模の縮小という事態を、どう合理化しようとしたかという側面から検証してみます。これは大規模災害との関係でも、災害に強い自治体の「体力」を考える事柄の一つです。

　集中改革プランは2005年３月に総務省事務次官から出された通知「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定について」によって推進されました。俗に集中改革プランといわれる行革合理化計画もここに端を発します。しかも毎年のようにフォローアップを求められるものでした。

　被災地である岩手・宮城・福島の沿岸部市町村職員数の、この間の動向を見ますと次のとおりです。

	
	2005年４月１日現在

職員数
	2010年４月１日現在

職員数
	増減率（％）

	岩　手　県
	15,359
	13,400
	▲12.8

	宮　古　市
	   822
	   671
	▲18.4

	大船渡市
	   440
	   412
	▲ 6.4

	陸前高田市
	   322
	   293
	▲ 9.0

	釜　石　市
	   567
	   422
	▲25.6

	大　槌　町
	   171
	   137
	▲19.9

	山　田　町
	   210
	   185
	▲11.9

	岩　泉　町
	   207
	   184
	▲11.1

	田野畑村
	    86
	    74
	▲14.0


	
	2005年４月１日現在

職員数
	2010年４月１日現在

職員数
	増減率（％）

	宮城県
	17,901
	16,005
	▲10.5

	仙台市
	10,344
	 9,446
	▲ 8.6

	石巻市
	 2,032
	 1,800
	▲11.4

	塩竃市
	   791
	   657
	▲16.9

	気仙沼市
	 1,516
	 1,360
	▲10.3

	名取市
	   624
	   601
	▲ 3.7

	多賀城市
	   484
	   452
	▲ 6.6

	岩沼市
	   417
	   376
	▲ 9.8

	東松島市
	   379
	   344
	▲ 9.2

	亘理町
	   308
	   274
	▲11.0

	山元町
	   205
	   172
	▲16.1

	松島町
	   178
	   157
	▲11.8

	七ケ浜町
	   174
	   162
	▲ 6.9

	利府町
	   249
	   240
	▲ 3.6

	女川町
	   292
	   266
	▲ 8.9

	南三陸町
	   393
	   353
	▲10.2


	
	2005年４月１日現在

職員数
	2010年４月１日現在

職員数
	増減率（％）

	福島県
	21,207
	18,712
	▲11.76

	いわき市
	 4,304
	 3,737
	▲13.17

	相馬市
	   360
	   304
	▲15.56


	田村市
	   585
	   517
	▲11.60

	南相馬市
	   964
	   849
	▲11.93

	広野町
	    83
	    81
	▲ 2.41

	楢葉町
	   128
	   115
	▲10.16

	富岡町
	   155
	   142
	▲ 8.39

	川内村
	    72
	    71
	▲ 1.39

	大熊町
	   129
	   127
	▲ 1.55

	双葉町
	   111
	   105
	▲ 5.41

	浪江町
	   195
	   180
	▲ 7.69

	葛尾村
	    41
	    37
	▲ 9.76

	新地町
	   138
	   121
	▲12.32

	飯舘村
	    99
	    76
	▲23.23


　　　　 (註)　総務省、関係県のウェブサイトなどから作成

　集中改革プランが職員数を数値目標とし、着実に減らしてきたことがうかがえます。同時に平成の大合併は新設・編入の別なく、合併効果を挙げるという名目の下、最も見えやすい職員数の削減に収斂されたこともあって、二桁の減少率をみた市町村も散見されます。合併で面積が広大化するのに対して、行政対応は従前通りできるのでしょうか。もちろん削減された職員に相当する公共サービスはさまざまな手法でカバーされたと推測しますが、そのことと発災時の緊急対応の「パワー」とは直接的に結びついたのでしょうか。
　この職員数の動向からは、大規模災害に耐える災害に強い自治体とはなにか、を強烈に訴えるものを感じさせます。言うまでもなく自治体の公共サービスの担い手は正規職員だけではなく、その点をもふくめて、相当に掘り下げた検証が急がれます。

 14.　団塊の世代の大量退職　

	

	　今後まちがいなく高齢化が進行する状況を踏まえ、災害に強いコミュニティを市民の力で考えることもこれからの必要な要素であることは否定できません。

　そして増えるであろう高齢人口を、当面団塊の世代に絞り、地域での「人材」として、そしてコミュニティの繋ぎ役として活躍できるような施策は急がれて良いでしょう。「新しい公共」とはそうした面でも重要性を持っています。

	


　21世紀にはいって、よく指摘されたことが団塊の世代がいっせい退職を迎える、ということでした。すでに戦後すぐに生まれた世代（1946年～1950年生まれ）が60歳を迎えています。

　こうした世代がいま多くの地域で垣間見られます。もちろん個人差はあるものですが、元気を維持しているこれらの世代に対して、地域で汗を流すことを促すことを考慮するべきです。ただ地域に埋もれる存在から、地域で持続的にまたは何かあったときに人材として機能するような仕組みは考えられるべきです。

　ちなみに65歳以上の人口と15歳から64歳までの人口の推移をみますと以下のようになります。

	年　　度
	2005年
	2010年
	2030年
	2040年
	2055年

	Ａ　65歳以上
	2,576万人
	2,948万人
	3,667万人
	3,869万人
	3,646万人

	Ｂ　15歳～64歳
	8,442万人
	8,174万人
	6,740万人
	5,787万人
	4,595万人

	比率　Ａ/Ｂ　％
	30.6
	36.1
	54.1
	66.9
	79.4


(註)　厚生労働省の社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」（2012年３月）などから作成

　大規模災害は100年に一度というような確率で語られることが多いのですが、仮にそうだとすれば、これらの高齢の元気な世代に、相応の「活躍」を期待することは決して夢幻ではありません。もちろん比率計算の分母に当たる15歳から64歳人口を増やす方策も必要ですが、それ以前に女性の就労の拡大や、ワーク・シェアリングの工夫による就労人口の増大なども総合的に検討される必要があります。

　あわせて、65歳以上人口のいわゆる本表で分子に当たる人口の医療・介護に係る社会的経費を増大させない健康維持策や地域での相互の見守りというようなコミュニティ施策も並行して考えられる必要があります。

 15.　男女平等・男女共同参画から見直す防災まちづくりを　

	

	　阪神・淡路大震災以降、大きく変化した情勢の１つが、男女共同参画が推進されたことでした。1975年の国際女性年、1985年の男女雇用機会均等法を経て、国際的なジェンダー平等の潮流を受け、1999年に男女共同参画社会基本法が成立し、男女共同参画の推進は、21世紀の重点課題であるとされました。これを受けて、内閣府に男女共同参画局、各自治体に男女共同参画担当部局が設置されたことは大きな変化です。また阪神・淡路大震災ではみられなかった、多くの民間女性支援組織も誕生し、被災者支援活動や政策提言を展開しています。

　男女平等、男女共同参画の視点（ジェンダーの視点）から防災まちづくりを考えることは、被災から生活再建に至るまで、また日頃の防災計画や一般施策において、女性に対する施策を行うだけではなく、男性や、多様な人々を含め、誰もが安心して暮らすためのまちづくりにつながるものです。

　自治労も、男女平等やジェンダー視点については、早くから掲げてきましたが、その具体的な内実を伴う展開は必ずしも十分ではありませんでした。東日本大震災を契機に、職場と生活における平等、大規模災害における女性視点を意識的に追求し、今後の復興対策や防災対策に盛り込みたいと思います。具体的な課題や解決にむけての提案は、「第２部」で全面展開されています。

	


　本稿では阪神・淡路大震災で表面化した一例を紹介し、東日本大震災ではどうであったか、という提起を試みます。世帯主条項の持つ女性に対する差別的実態の問題です。それは福祉制度全般にもつながる問題です。

　⇒東日本大震災における被災者と世帯主主義の問題については、第２部9.を参照。
　阪神・淡路大震災の発生から３年を経過した1998年５月に被災者生活再建支援法が制定され、生活支援金に相当する支援措置を講じるよう求めた附帯決議を踏まえ、被災者自立支援金制度が創設されました。しかし、この制度は被災から３年も経過し、さらに期限後も申請を受け付けるなどの措置をとったため、被災者の「生活実態の変化」に十分に対応できませんでした。下記がその顕著なケースです。

　女性のＡさんは被災当時ひとり暮らしで、家屋を全壊し、仕事も失い、再就職は困難な状況でした。その後1997年に結婚し、夫の姓であるＢを名乗ってきました。被災者自立支援金制度に関してＢさん世帯は収入要件を満たしており、申請資格が「被災した世帯主」とされていたことから、夫に替わりＡさんが申請を行いました。しかし、神戸市は「Ａさんが世帯の生計を維持している確認が取れない」と言う理由で申請書類を返送し、再度のＡさんの申請に対しても書類不備とのことで申請が却下されました。その後周囲の市民団体や弁護士の支援を受け、夫のＢさん名義で支援金の申請を行い、却下通知をうけてその取り消しを求める訴訟を提起しました。2001年４月、神戸地裁は「世帯主要件は合理的な理由のない差別をもうけるものであり、公序良俗に反し、無効といわざるを得ない」として、原告のＢさん側の主張通りの判断を示しました。判決は「世帯主被災要件」について「形式的に見る限り、男女の性別による差別的取扱をするものではないように考えられる」としつつ現状では男性が住民票の世帯主になることが一般的であって、この制度のように被災者が世帯主（生計維持者）であることを支給要件にすると「女性を男性より事実上不利益に取り扱う結果をもたらす」と明示しました。

　地裁判決を不服とした行政側は控訴しましたが2002年７月に「地裁判決を支持し控訴棄却」となりました。

　このように被災当時世帯主であった女性が、その後婚姻したために世帯主でなくなる、という多くある事例の中で、被災者自立支援金制度のような復旧・復興過程における広義の福祉的領域では、明らかな男女差別が顕在化しており、結果的に多くの女性にとって不公平・不利益をもたらす一つの事例でした。

	

	(註)　この裁判を含めて世帯主条項の持つ問題点を掘り下げたものに「社会福祉政策における家族、世帯～『被災者自立支援金』制度の世帯主条項をめぐる問題から～」（森木和美・ひょうご部落解放・人権研究所『研究紀要2003.3第９号』に詳しい。事の本質を突いた指摘がここには見られる。）

	


　個人を単位とする復旧・復興過程の各種支援策が意外に少なく、多くが世帯単位の支援策となっていることにあらためて驚かざるを得ません。ここに潜む支配的な発想は、男性「世帯主」が稼ぎ手であり、女性「被扶養者」はパート労働などの補助的収入、という「標準的な」家族モデルでしょう。

　2000年にはいって、男女共同参画は各方面で高々と謳われています。それを条文化した条例もみられます。しかし実際の制度や仕組みの中には依然として「旧体制」の発想に基づく「実態」が取り残されていないでしょうか。字面はいいが、変化は全くない、という自治体が圧倒的ではないでしょうか。社会福祉制度においてここは中長期的に取り組まなければならない事柄です。加えて、東日本大震災後の復旧・復興に関わる機関において女性の占める割合はどのようなものでしょうか。阪神・淡路大震災の時とあまり変わっていないのではないでしょうか。

　改めて東日本大震災ではどうであったのか、と再度問い直すことが必要です。

 16.　「人道支援の国際基準」～背景と役割　

	

	　自然災害や気候変動、そして紛争・戦争による難民や避難民は世界でますます増加しています。緊急的な人道支援を行う機関／団体には、活動やサービスの質を一定以上に保つために「国際基準」があります。そして、現場で活動する団体は、その基準を遵守していくことが当然とみなされています。日本では、災害支援は国内法や計画に従って行われますが、その策定にあっても、人が安全に、尊厳を持って生きて行くために必要なこととして、国際基準を参考にすることが有効なことではないでしょうか。

	


基準が作られた背景

　災害支援に国際基準が作られたきっかけは、1990年代以降に多発するようになった人道危機です。ユーゴスラビア、ソマリア、ルワンダなどで次々と起こった紛争は、時に飢饉や干ばつなどの災害をも誘発し、複合的人道危機と呼ばれる深刻な状況がみられました。

　大量の難民や国内避難民が発生し、これまでになかったような大規模な緊急支援活動が頻繁に必要とされるようになるなかで、緊急救援の「説明責任」や「品質管理」が問われる事態が生じました。例えば、1994年のルワンダ内戦（50万人から100万人が虐殺され、300万人が難民・国内避難民となった）では、虐殺を主導した勢力が難民キャンプに入り込み、人道支援機関の支援を受けながら虐殺を行いました。また、短期的に大量の支援が必要な緊急事態に対応できるだけの能力や経験のない団体が質の低い支援を行った結果、難民キャンプに収容された人々 ― とりわけ弱い立場にある人々 ― が命を落としたり危険にさらされたりし、支援コミュニティ全体の信頼が損なわれることもありました。そして複数の地域で難民キャンプが設置された際に、地域ごとに支援内容に違いがあることもよく見られました。その結果、より充実した支援を受けた地域とそうでない地域の格差が、紛争が終わった後で拡大するという問題もおこりました。緊急支援活動が、難民・国内避難民をさらなる危険にさらさないよう活動が行われたものの、公平な支援とならなかった結果を踏まえ、特定の人々がより困難な状況にさらされることがないようにしなければならないと認識されてきました。また人道支援では、「説明責任」を果たし、「品質管理」を行うことが必要であると周知されるようになったのです。

　このような発想は、紛争を伴わない災害への緊急支援においても必要でした。災害の一次的被害を逃れて避難した人々が、避難先でさらに危険（健康状況の悪化などの二次的被害）にさらされたり、普段の社会で見えにくかったり発言力の低い人々が支援の対象から漏れたり、必要とされる支援を得られない事態が生じないようにしなければなりません。紛争と災害の状況の両方で活用される「人道支援の国際基準」は、このような経験から生まれました。

代表的な国際基準

　現在、「人道支援の国際基準」と呼ばれている代表的なものは、以下の３つです。

①　「スフィア・プロジェクト：人道憲章と人道対応に関する最低基準」

　　1997年に国際赤十字・赤新月運動と国際ＮＧＯのグループにより、災害時や紛争時に行う支援の原則と具体的な支援の最低基準を衛生（給水・トイレ）、食糧、住居（避難所）、健康などの項目ごとに詳細に設定したもの（スフィア基準）。詳細は第２部12.を参照。

　　日本語版は、難民支援協会のウェブサイトからダウンロード可

　　http://www.refugee.or.jp/jar/report/research/2012/04/09-1123.shtml
②　ＨＡＰ基準（人道支援の説明責任プログラム）

　　人道支援や開発支援を行う国際ＮＧＯが集まって2003年に結成されたＨＡＰインターナショナルというネットワーク組織が、人道支援の説明責任と品質管理を推進するために設定したもの。「ＨＡＰ基準」（人道支援の説明責任と品質管理に関するＨＡＰ基準）は、どのような支援を行うにも必要な基本的な活動の方針（たとえば、情報共有、支援対象者の支援への意味ある参加など）であり、スフィア基準のような具体的な支援分野を想定した細かな支援基準は設定されていません。

　　日本語版は、HAP International のウェブサイトからダウンロード可

　　http://www.hapinternational.org/pool/files/2010-hap-standard-in-accountability-and-quality-
　　management-japanese.pdf
③　ＡＬＮＡＰ（人道支援活動における説明責任と実践のための学習ネットワーク）

　　ＡＬＮＡＰは、学習を通じて人道支援の説明責任と実践の改善をめざす支援団体のネットワークであり、主要な国連人道支援機関や先進国の政府機関、国際ＮＧＯ、大学などの研究機関などが加わった広いネットワークです。ルワンダ内戦への支援の苦い経験を支援活動の改善に結び付けるための合同評価を経て、1997年に設立されました。

　　主に、メンバー団体の人道支援の政策や実践の評価を通して、既存の基準では満たされていない支援の課題を分析して、支援活動の評価（すなわち活動の指針）ガイドラインを提示するなどの活動を行っています。人道支援の新たな課題に迅速に対処しようという動きだといえます。

国際基準の役割

　これらの国際基準は、国連機関や主要な人道支援機関（国際赤十字・赤新月社など）がその基準の作成と普及にかかわっていることからわかるように、海外の災害支援の現場では広く積極的に参照されています。少なくとも、災害支援のプロであるというからには、これらの基準を無視するということは、現代では不可能な状況です。

　日本国内ではあまり活用されていないのが現状ですが、国際ＮＧＯや市民団体を中心に、スフィア基準やＨＡＰ基準を支援に取り入れるための試みや研修が各地で行われています。
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